
地方公共団体の総職員数の推移 
（総職員数は21年連続で減少） 
○総職員数は、対前年比で５，３１７人減少し、２７３万８，３３７人。 平成６年をピークとして平成７年から 
  ２１年連続で減少。 〔対平成６年比で約▲５４万人(▲１７％）〕  

単位：千人 

地方公共団体の総職員数の推移（平成６年～平成27年） 

平成６年からの部門別職員数の推移（※平成６年を１００とした場合の指数） 

地方公共団体の団体区分別職員数の状況 

▲54万人 
（▲１７％） 

資料５ 



女性職員採用・登用の現況 
（管理職に占める女性職員の割合は増加傾向） 
○女性活躍推進法により、地方公共団体は、女性活躍に関する定量的目標や取組などを定めた「特定事業主行動計画」の 
  策定が義務化（H28.4施行）。 
○第４次男女共同参画基本計画（H27.12閣議決定）では、地方公共団体における課長以上の幹部職員のほか、課長補佐、 
    係長といった人材プールの形成を意識した女性職員の登用の目標を設定。 
○平成26年度において、本庁課長相当職以上に占める女性の割合は、都道府県が7.2%、指定都市が11.8%、市区町村が 
     13.1%であり、いずれも増加傾向。 
   【参考：女性の採用（平成26年度）】 都道府県 32.6% 指定都市44.0% 

管理職（本庁課長相当職以上）に占める女性の割合 第４次男女共同参画基本計画 成果目標（抜粋） 

項  目 現  状 成果目標（期限） 

 都道府県の地方公務員採用試験（全体） 
  からの採用者に占める女性の割合 

31.9％ 
（平成26年度） 

40％ 
（平成32年度） 

 都道府県の地方公務員採用試験(大学卒業 
 程度）からの採用者に占める女性の割合 

26.7％ 
（平成26年度） 

40％ 
（平成32年度） 

都道府県職員の各役職段階に占める女性の割合 

  

 本庁係長相当職 
20.5％ 

（平成 27年） 
30％ 

（平成32年度末） 

 本庁課長補佐相当職 
16.4％ 

（平成 27年） 
25％ 

（平成32年度末） 

 本庁課長相当職 
8.5％ 

（平成 27年） 
15％ 

（平成32年度末） 

 本庁部局長・次長相当職 
4.9％ 

（平成 27年） 
10％程度 

（平成32年度末） 

市町村職員の各役職段階に占める女性の割合 

  

 本庁係長相当職 
市町村 31.6％ 

〔政令指定都市 23.5％〕 
（平成 27年） 

35％ 
（平成32年度末） 

 本庁課長補佐相当職 
市町村 26.2％ 

〔政令指定都市 19.4％〕 
（平成27年） 

30％ 
（平成32年度末） 

 本庁課長相当職 
市町村 14.5％ 

〔政令指定都市 13.4％〕 
（平成27年） 

20％ 
（平成32年度末） 

 本庁部局長・次長相当職 
市町村 6.9％ 

〔政令指定都市7.9％〕 
（平成27年） 

10％程度 
（平成32年度末） 

 地方警察官に占める女性の割合 
8.1％ 

（平成27年度） 
10％程度 
（平成35年） 

 消防吏員に占める女性の割合（注4） 
2.4％ 

（平成27年度） 
5％ 

（平成38年度当初） 

  男性の育児休業取得率（地方公務員） 
１.5％ 

（平成25年度） 
13％ 

（平成32年度） 

 （注４） 消防吏員とは、消防本部及び消防署に置かれる職員のうち、階級及び服制を有し、 
  消防事務に従事する者。 

 



女性活躍推進法に基づき策定された特定事業主行動計画の主な内容 

区分 地方公共団体が把握した課題 目標設定項目 取組内容 

Ⅰ 採用  職員採用試験受験者に占める
女性の割合が低い 

 職員採用試験受験者に占め
る女性の割合 

 採用者に占める女性の割合 

 女性向け採用説明会の実施や、採用説明会に女性職員相談コー
ナーを設置 

 女子学生が多い大学や、理工系大学での採用説明会の実施 
 高校生を対象とした「出前講座」の開催し、仕事内容や魅力を発信 

Ⅱ 職域拡大・計画 
 的育成・キャリア 
 形成支援 

 女性職員の昇任意欲が高くな
い 

 ロールモデルとなる先輩女性
職員が少ない 

 女性職員が十分な職務経験を
積むことができていない 

 女性職員のキャリア形成に資
する研修の受講者数 

 メンター制度に参加する先輩
女性職員の人数 

 採用２年目研修や昇任時の職層別研修でキャリアプランを考える
機会を設けるほか、妊娠中・育休中・復帰後の段階でライフイベン
トを踏まえたキャリア形成を促す研修を実施 

 メンター制度の導入 
 企画・事業部門等への積極的な人事配置など、若い年代からの幅

広い職務経験を通じたキャリア形成支援 

Ⅲ 登用  管理職に占める女性職員の割
合が低い 

 将来的に管理的地位に就く女
性職員の人材プール（係長・主
査級以上）が不十分 

 管理職に占める女性職員の
割合 

 係長・主査級、課長補佐級に
占める女性職員の割合 

 女性職員のキャリア開発の視点に立った人事異動やマネジメント
能力の向上に向けた研修等を行い、中堅職員の育成を図るなど、
将来の幹部候補となる女性職員の人材プール形成に取り組む 

 昇任試験の受験率が低いことから、昇任試験は継続しつつ、推薦
制による選考を新たに導入 

Ⅳ 長時間勤務の 
 是正等の働き方 
 改革 

 仕事と家庭生活の両立を妨げ
る恒常的な時間外勤務がある 

 職員の年次有給休暇取得率が
低い 

 多様な働き方の推進に向けた
職員の意識・価値観の改革が
必要 

 時間外勤務の削減率 
 月８０時間を超える時間外勤

務者数 
 年次有給休暇の取得日数 

 

 管理職員による退庁しやすい雰囲気の醸成、職員の意識啓発、所
属単位での業務の改善・効率化 

 年次有給休暇取得日数を前年度より３日多く取得する「プラス３日
運動」の実施 

 テレワークの推進（在宅勤務の導入、サテライトオフィスの展開） 
 県版サマータイムの導入 

Ⅴ 家事、育児や介 
 護をしながら活躍  
 できる職場環境の 
 整備 

 男性の育児休業取得率が低い 
 男性職員の家庭生活への関わ

り度合が低い 
 男女が共に仕事と家庭の両立

支援制度を利用しやすい職場
風土になっていない 

 男性職員の育児休業の取得
率 

 男性職員の配偶者出産休暇、
育児参加休暇の取得率 

 

 妊娠判明後の職員から上司への報告、上司の職員に対する育休
取得等の意向確認、適切な助言の徹底 

 配偶者の産後８週間を男性職員の「重点的育児休業取得時期」と
位置付け 

 ワーク・ライフ・バランスに資する取組をした組織を表彰し、模範事
例として全庁に広く紹介 

 管理職員の意識改革やマネジメント能力向上に資する研修の実施 



再任用職員数の現況 
（再任用職員は増加傾向） 
○公的年金の支給開始年齢の段階的引上げ（H25年度以降）に伴い、雇用と年金の接続としての再任 
  用が必要となったことから、平成26年度の再任用職員の数は、対前年度比18,162人（27.4%）増加。 
○今後も、段階的引上げが３年に１度行われ（H37年度から65歳に引上げ）、６０歳を超える職員が公務 
  部内に追加的に留まっていくことから、今後も再任用職員が増加することが見込まれる。 

地方公務員の雇用と年金の接続について＜H25.3.29総務副大臣通知＞ 再任用職員数の推移 



 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

地方公共団体の任期付職員の活用状況について 

○ 任期付職員制度の活用状況については、平成２７年４月１日時点で、 
 １１，０９７人（前年度比１，４３２人、１４．８％増）となっている。 
○ 団体区分別の採用状況は、都道府県では２，０１３人（前年度比１６５人  
 増）、政令指定都市では１，１８３人（前年度比１９０人増）、市区町村では 
 ７，９０１人（前年度比１，０７７人増）と、いずれの区分も増加傾向となって 
 いる。 

任期付職員の採用状況の推移（過去５年間） 



 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

地方公共団体の臨時・非常勤職員の活用状況について 

 

○ 平成２４年４月１日時点における臨時・非常勤職員は、約６０４千人 
 となっており、平成１７年調査から約１４８千人（３２．４％）増加。 
○ 多様な行政ニーズに地方の現場として対応するため、臨時・非常勤  
 職員の働く場がこれまで以上に広がっている。 
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